


































































のチャールス・レビンソン（Charles Levinson）が，その著書International Trade Unionism 『国














































































































































































1 アメリカ 449 129,558,000 3.47
2 日本 256 65,567,000 3.90
3 カナダ 219 13,676,000 16.01
4 イギリス 165 25,809,000 6.39
5 オーストラリア 107 8,429,400 12.69
6 イタリア 73 20,087,000 3.63
7 ノルウェー 69 2,137,000 32.29
8 ブラジル 68 62,100,000 1.10
9 スウェーデン 42 3,921,000 10.71
10 ドイツ 36 33,928,000 1.06
11 スペイン 29 12,765,000 2.27
12 フランス 26 22,023,800 1.18
13 フィンランド 23 2,170,000 10.60
14 オーストリア 21 3,055,600 6.87
15 韓国 19 21,048,000 0.90
16 スイス 17 3,389,000 5.02
17 オランダ 16 5,925,000 2.70
18 ベルギー 12 3,753,100 3.20
19 ポルトガル 12 4,306,900 2.79
19 デンマーク 12 2,647,200 4.53
19 アイルランド 12 1,125,100 10.67
22 南アフリカ 7 4,950,500 1.41
22 アルゼンチン 7 11,452,000 0.61
24 ルクセンブルグ 5 189,600 26.37
1）ホームページ数は，Cyber Picket Line をもとに作成。ただし，日本，カナダ，韓国は他のデータにより補訂した。
2）雇用者数は，ILO Bulletin of Labour Statistics 1998-2 およびＩＬＯ編『国際労働経済統計年鑑』1994年版による。ただし，
アルゼンチンについては，R.ビーン『国際労働統計』（梓出版社）第Ⅱ部の労働力数による。
第１表　労働組合ホームページ　国別数
25 スロベニア 4 766,190 5.22
26 ニュージーランド 3 1,693,300 1.77
26 マルタ 3 139,480 21.51
28 キプロス 2 270,400 7.40
28 フィリピン 2 25,676,000 0.08
28 中国（香港） 2 3,007,700 0.66
28 ウルグアイ 2 597,300 3.35
28 ペルー 2 2,410,500 0.83
28 ルーマニア 2 9,746,700 0.21
34 マレーシア 1 6,685,000 0.15
34 ネパール 1 － －
34 シンガポール 1 1,592,000 0.63
34 クロアチア 1 970,300 1.03
34 コスタリカ 1 1,042,960 0.96
34 エルサルバドル 1 1,781,600 0.56
34 メキシコ 1 8,560,000 0.12
34 プエルトリコ 1 1,074,000 0.93
34 ベネズエラ 1 7,034,800 0.14
34 サンマリノ 1 14,258 70.14
34 イスラエル 1 2,145,800 0.47
34 モーリシャス 1 282,420 3.54
34 スワジランド 1 91,333 10.95
国際組織 32
合計 1,769























国　　　名 利用者数 対人口比 ホスト数
アメリカ 6,200万人 23% 1240万台
日本 884万人 7% 117万台
カナダ 800万人 26% 84万台
イギリス 600万人 10% 99万台
ドイツ 580万人 7% 99万台
スウェーデン 190万人 21% 32万台
ノルウェー 140万人 32% 27万台
スペイン 134万人 3% 17万台
フィンランド 125万人 24% 45万台
オーストラリア 121万人 7% 66万台
オランダ 100万人 6% 38万台























1 サンマリノ 1 14,258 70.14
2 ノルウェー 69 2,137,000 32.29
3 ルクセンブルグ 5 189,600 26.37
4 マルタ 3 139,480 21.51
5 カナダ 219 13,676,000 16.01
6 オーストラリア 107 8,429,400 12.69
7 スワジランド 1 91,333 10.95
8 スウェーデン 42 3,921,000 10.71
9 アイルランド 12 1,125,100 10.67
10 フィンランド 23 2,170,000 10.60
11 キプロス 2 270,400 7.40
12 オーストリア 21 3,055,600 6.87
13 イギリス 165 25,809,000 6.39
14 スロベニア 4 766,190 5.22
15 スイス 17 3,389,000 5.02
16 デンマーク 12 2,647,200 4.53
17 日本 256 65,567,000 3.90
18 イタリア 73 20,087,000 3.63
19 モーリシャス 1 282,420 3.54
20 アメリカ 449 129,558,000 3.47
21 ウルグアイ 2 597,300 3.35
22 ベルギー 12 3,753,100 3.20
23 ポルトガル 12 4,306,900 2.79
順 国　名 hp数 雇用者数 百万分比
1）数値は第１表と同じ。
順 国　名 hp数 雇用者数 百万分比
24 オランダ 16 5,925,000 2.70
25 スペイン 29 12,765,000 2.27
26 ニュージーランド 3 1,693,300 1.77
27 南アフリカ 7 4,950,500 1.41
28 フランス 26 22,023,800 1.18
29 ブラジル 68 62,100,000 1.10
30 ドイツ 36 33,928,000 1.06
31 クロアチア 1 970,300 1.03
32 コスタリカ 1 1,042,960 0.96
33 プエルトリコ 1 1,074,000 0.93
34 韓国 19 21,048,000 0.90
35 ペルー 2 2,410,500 0.83
36 中国（香港） 2 3,007,700 0.66
37 シンガポール 1 1,592,000 0.63
38 アルゼンチン 7 11,452,000 0.61
39 エルサルバド 1 1,781,600 0.56
40 イスラエル 1 2,145,800 0.47
41 ルーマニア 2 9,746,700 0.21
42 マレーシア 1 6,685,000 0.15
43 ベネズエラ 1 7,034,800 0.14
44 メキシコ 1 8,560,000 0.12

































































































産業・業種 ホームページ数 比率（％） 組合員数 対組合員数比率
製造業（含建設･電力） 35 13.7 5,040,000 6.94
交通・運輸・通信 35 13.7 1,582,000 22.12
公務（医療･教育を除く） 35 13.7 1,315,000 26.62
（医療･教育を含む） （ 87） （ 34.0） （ 66.15）
商業・金融 10 3.9 2,217,000 4.51
サービス業 102 39.8 1,928,000 52.90
（情報） （ 6） 2.3
（文化） （ 16） 6.3 （ 110,000） 145.45
（医療） （ 13） 5.1 （ 170,000） 76.47
（大学） （ 33） 12.9 （ 60,000） 550.00
（小中高） （ 34） 13.3 （ 626,000） 54.31
ユニオン 24 9.4 14,000 1714.29
連　合　体 15 5.9


















































































































































































































（たとえば Stop the Pain! campaign）への参加申し込み者を募り，名前や住所を登録し，情報や意
見交換の手がかりにしています。さらに，経営者の信じがたいほど莫大な報酬に関するデータベー
スのホームページも，単に事実を知ることができるだけでなく，経営者の報酬の暴騰を抑えるため
に出来る選択肢をいくつも示し，さらに情報提供の呼びかけがなされ，オンラインで記入できるよ
うに仕組まれています。
もちろん，アメリカと日本とでは運動の進め方も違いますし，単にAFL-CIOのサイトをそっくり
真似すれば良いというものではないでしょう。ただ，日本のナショナルセンターは，もう少しイン
ターネットを通じて運動を広げて行く姿勢をもち，いろいろ工夫すべきではないかと感じます。た
とえば，労働時間短縮を一般的に呼びかけるだけでなく，個々の企業について，実際の労働時間や
休日について，また残業料がいくら払われているかなどを調べ，これをデータベース化することは
考えられないでしょうか。おそらく今，インターネットにもっとも頻繁にアクセスしているグルー
プのひとつは，就職活動中の若者です。彼らの多くは，近い将来，労働組合員となる可能性をもっ
ている人びとですから，彼らに向けて，企業ごとに実際の労働時間や労働条件に関する情報を提供
することは，労働時間短縮に向け側面から圧力をかける意味あいがあると思われます。こうした活
動を通じて，いくらかは組織率の低下をおさえる効果も期待できるのではないでしょうか。もちろ
ん個々の企業別組合に，こうした活動を期待することは非現実的でしょうが，ナショナルセンター
や単産なら，可能ではないでしょうか。
また，同じ情報提供にしても，あるいは〈訴え〉や〈主張〉にしても，仲間うちの文書でなく，
不特定多数の人びとのさまざまな疑問に答えうるものを，もっと増やして欲しいと思います。
国際性の欠如
これは労働組合サイトに限ったことではありませんが，日本のホームページ全般にいえるのは，
国際性の欠如ではないでしょうか。もちろん言葉の壁が大きいので，やむを得ない面はあるのです
が，日本の労働組合サイトも，国際的な情報発信についてはまことに弱いと思います。私どもの研
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究所のリンク集には，日本国内の英語サイトだけのページを設けていますが，数が少ないだけでな
く，発信内容も簡単な案内パンフレット的なものにとどまっているものが大部分です。
外国語で労働関係のニュースを発信しているのは，日本労働研究機構，全労連などごく一部のホ
ームページにすぎません。もちろん外国語で，リアルタイムのニュースなどを発信するということ
は，容易ではありません。言葉の壁の高さは，機械翻訳があるていど実用化されているヨーロッパ
諸国語間の比ではないと感じます。
ただ，最初にお話ししたように，言葉の壁という点では日本とまったく変わりがない韓国の労働
組合は，海外に向けて情報を発信する点では，日本の労働組合よりはるかに活発です。単に言葉の
壁だけではない問題があることも，また確かでしょう（2）。
さらに言えば，日本の労働関連のサイトは，自らの状況を国際的に発信する点で弱いだけでなく，
世界の労働組合運動がとりあげている課題についても関心が低いように感じます。たとえば，世界
の労働組合運動が課題としている，児童労働の廃止運動をとりあげている日本の労働組合サイトは，
私が知る限りではほとんどありません（なお，この報告をした後で開設された日教組のホームペー
ジでは児童労働問題がとりあげられています）。市民運動サイトのなかには，この問題を中心にし
ているホームページがありますが。
いずれにせよ，日本経済が世界の市場に深く組み込まれ，日本企業が世界各地に進出し大競争を
展開しているだけに，日本の労働組合も海外への情報発信に無関心ではいられないのではないでし
ょうか。
いずれにせよ，労働組合のインターネット利用はまだ始まったばかりです。改善の余地はいくら
もありますし，直そうと思えば，すぐ手直しできるのもホームページの良いところです。そうした
時に，お互いに智恵を出し合い，学び合うのが容易にできるのもインターネットの利点です。英語
圏の労働関係サイトのWebmaster たちの間では，自分たちのフォーラム（Labour Webmasters
Forum）を作って，互いに交流しています。日本の場合は言葉の壁があるので，これに直接加わる
ことは無理がありますが，代わりに「労働関連ホームページ管理者フォーラム」やメーリングリス
トをつくることは可能ではないかと思います。
（にむら・かずお　法政大学大原社会問題研究所教授）
〔付記〕本稿は1998年７月22日に，法政大学大原社会問題研究所の月例研究会において，「労働運動とインタ
ーネット」と題しておこなった報告の原稿を補正したものである。
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インターネットと労働運動（二村　一夫）
s 韓国の民主労総は，英語でゼネスト情報を発信し，世界の人びとに支持を訴えただけでなく，1997年11月
にはソウルで労働組合におけるインターネットやビデオの活用に関する国際会議を開催している。
